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有効需要の原理＊
一解釈と拡張一

大 山 道 広

　ケインズ『一般理論』第3章に述べられている

「有効需要の原理」は難解であり，その解釈をめ

ぐって今日にいたるまで多くの論争が行われてき

た1）。その最大の理由は，ケインズの主張がそれ

までの経済学に見られな》・革新的な要素を含んで

いたため，容易に一般の理解を得られなかったこ

とに求められよう。しかし，その理由の一端は，

ケインズ自身の曖昧な語法や混乱にもあるように’

思われる。．

　本稿では，ケインズによる「有効需要の原理」

の説明を尊重するが，そのすべてを字義通りに受

け取るつもりはない。むしろ，現代的な観点から

それを再解釈し，ざらにその拡張の方向を探るこ

どを目的としている。したがって，ケインズに

「忠実な」論者にとっては，本報告の主張はケイ

ンズのパロディ，もしくはその換骨奪胎にすぎな

いかもしれない。先駆的な著者の例に洩れず，何

がケインズの「真の意図」であったかは永遠の謎

であり，それについて争う用意はない。

、1右効需要の原理

　『一般理論』第3章は「有効需要の原理」（The

Principle　of　lEHective　Demand）と題されている。

ケインズはこの章のはじめにこの原理を次のよう

に説明している。

　「企業者の立揚から見るとき，ある雇用量から

生じる総所得（すなわち要素費用プラス利潤）をそ

　＊　本稿は，1983年9月18，19日に熟海で行われ
た慶応義塾経済学会シンポジュームに提出した報告論

文に加筆したものである。同シンポジュームにおいて

有益なコメントを寄せられた浜田文雅，福岡正夫両教
授に感謝する。

　1）　以下，ケインズ（1936）（丁舵6FθπθγαZTんθo躍◎ズ

E即勿ηzθ鴻，瓦妙θ甜，α忽踊。η8のを簡単に『一般理

論』ないしσ7と略称する。　　　　　、　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の雇用量の売上金額（proceeds）と呼ぶことがしば

しば便利である。他方，ある雇用量から得られる

産出物の総供給価格（aggregate　suPPly　Price）は，

企業者がちょうどそれ’だけの雇用量を提供するに

値すると考える売上金額の期待値である。

　したがって，技術，資源，雇用1単位当りの要

素費用が与えられ’ているものとすると，個々の企

業や産業の揚合にも，また経済全体としても，雇

用量は企業がそれによって得られる産出物から期

待する売上金額に依存するということができる。

というのは，企業者は売上金額の要素費用に対す

る超過額を最大化すると期待する水準に雇用量を

定めようとするであろうからである。

　さてN人を雇用することから生じる産出物の

総供給価格をZで表わすことにしよう。このと

き，Zと2＞の関係はZ＝φ（N）と書くことができ

る。これは総供給関数（aggregate　supply　function）

と呼ばれよう。同様に，企業者がN人の雇用か

ら実現できると期待する売上金額をDで表わし，

DとNの関係をD＝／（N）と書いて，これを総需

要関数（aggregate　demand　function）と呼ぶことに

しよう。

　いま，あるNの値に対して，期待売上金額が

総供給価格より大きければ，すなわち1）がZよ

り大きければ，企業者によって，雇用量を（与え

られた）Nの値以上に増やし，生産要素を獲得す

るために互いに競争して生産費を高めてもZが

1）に等しくなるNの値を実現することが有利で

あろう。こうして，雇用量は総需要関数と総供給

関数との交点において決定される。というのは，

企業者の利潤期待はまさにその点で最大になるか

らである。総供給関数が総需要関数に交わる点に

おけるDの値は有効需要と呼ばれる」（σT，24－25

ページ，筆者訳）。
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　ここで，有効需要によって決まる雇用量は一般

にすべての潜在的労働者の雇用，すなわち完全雇

用に対応するものではない。ケインズ自身の言葉

によれば

　「こうして消費性向と新規投資率が与えられる

ならば均衡と両立する雇用水準はただひとつだけ

になる。それ以外のいかなる水準のもとでも，全

体としての産出物の総需要価格と総供給価格は一

致しないからである。この水準が完全雇用を上ま

わることはありえない。すなわち，実質賃金が労

働の限界不効用を下まわることはありえない。し

かし，それが完全雇用に等しいと期待すべき理由

も一般に存在しないのである」（oT，28ページ）。

　ところで，このような立論は当時の「古典派」

の主張とはまったくあい容れないものと考えられ

ていた。ケインズは次のようにその対立点を鮮明

にしている。

　「他方，嘗て《供給は自らの需要を創造する》

という命題によって明確に表現さオτ，今日でも依

然としてあらゆる正統派経済理論の基礎にある古

典派の所説はこれら2つの関数（総供給数数と総

需要関数）め間の関係についてある特別の仮定を

置いている。というのは，《供給は自らの需要を

創造する》ということは，／（N）およびφ（N）がN

めあらゆる値，すなわち産出量および雇用のあら

ゆる水準に対して常に等しく，Nの増加に対応し

てZ［＝φ（N）］が増加するときには，D［＝∫（N）］

は必ずZと同額だけ増加することを意味するか

らである。換言すれば，古典派理論は総需要価格

（ないし売上金額）がいつでも総供給価格に均等化、

するように調整され，したがって1＞がいかなる

値をとろうとも，売上金額PはNに対応する総

供給価格Zに等しい値になると仮定している」
（θ：r，25－26ページ）。

　この点に関連して，次の有名な一節も逸するこ

とができない。

　「古典派理論では，』あらゆるNの値に対して

P＝φ（N）という関係が想定されており，雇用量：

はNの最大値に満たないすべての水準で中立的

均衡の状態にある。したがって，それは企業者間

の競争の力でこの最大値に押しやられるものと期
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待することができる。古典派理論では安定的均衡

が成立しうるのはこの点においてのみである」

（σT，29ページ）。

　以上の引用は限定されたものではあるが，従来

難解とされてきた部分を含めて「有効需要の原

理」の基本的な構成要素をほぼ網羅しているとい

えよう。この原理の解釈はこれらの引用に示され

ている種々の概念や推論の緯合的な理解に資する

だけでなく，現代的な拡張に耐えうるものでなけ

ればなるまい。

2　「原理」の通説的解釈

　前節の引用から明らかなように，有効需要の原

理を理解するためには，総供給関数と総需要関数

の概念を明確にすることが不可欠である。しかし，

ケインズはこれらの基礎的な概念について十分に

説明しているとはいえない。本節では，従来の文

献を参考にしつつ通説的な解釈を述べ，その難点

を指摘しよう。

　総供給関数

　「ある雇用量から得られる産出物の供給価格は，

企業者がちょうどそれだけの雇用量を提供するに

値すると比える売上金額の期待値である」（σT，24

ページ）。この概念はマーシャルの定義した通常

の意味での生産物1単位当りの供給価格ではない

が，それに密接なかかわりをもっている。いま実

質総生産をγ，雇用量をNとして，それらがマ

クロ的生産関数

　　1！＝σ（N）　（γ＞0，θ”〈0　　　　　　（1）

によって結びつけられているものとしよう。通常

の意味での供給価格ゴは生産物の限界費用に等

しく，貨幣賃金率を？〃とすれば

　　」98＝ω／〔穿’（エ〉）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

によって表わされる。市場価格がこの供給価格に

等しいとき，競争的企業は現在の労働雇用量にい

ちおう満足すると考えられる。したがって，賃金

単位で測った総供給価格Zは
　　z＝＝（ゴ／ω）】z＝（穿（ハア）／（ヨ〆（N）ニ＝φ（．z＞P）　　　　　　（3）

と書くことができよう。これは総供給価格と労働

雇用量を結びつけるものであり，ケインズのいう

総供給関数に相当する。
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　この解釈は決して目新しいものではない。ウイ

ントラウブ（1958），ウェルズ（1962）などがその先

駆であり，最近ではパティンキン（1979），カサロ

ーサ（1981）もこれ’に倣っている2）。ケインズが総

供給関数を明確に規定していないにもかかわらず，

この解釈が受け入れられるにいたった理由は，そ1

れが総供給価格の定義からかなり自然に導かれう

だけでなく，『一般理論』の他の指摘とも斉合的

だからである。たとえば，（3）をNに関して微分

すると

　　dZ／d2＞需1一σσ”／（σ’）2＞1　　　　　（4）

を得る。したがって，総供給関数のグラフは右上

りで，1よりも大きい勾配をもつことになる。図

1において，これは曲線OZによって示されてい

る。このことは「供給価格は産出量の増加と共に

上昇する」（σT，300ページ）という認識と一致し

ている。

　古典派理論では，「供給は自らの需要を創造す

る」とされる。この場合，任意の生産量があら．ゆ

る賃金率と生産物価格の下で売り尽されることに

・なる。ケインズの想定にしたがって，貨幣賃金率

が当面一定の水準に与えられているものとしても，

生産物市揚の需給均衡価格は無数に存在するわけ

である。しかし，市揚が競争的である限り，実際

　　　　　　　　　　図1
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に成立する価格は生産物の供給価格に等しいと考

えられる。ところで，この価格の下では，賃金単

位で測った企業の総利潤は総供給関数のグラフ

0．Zと原点から出る45。線との垂直面によって表

わされる。021の勾配は1より大きいので，総利

潤は労働雇用量の増加と共に明らかに増加する。

こうして，「古典派理論では，安定均衡が成立し

得るのはこの点（完全雇用の点）においてのみであ

る」（（穿7㌧29ページ）という主張が意味をもつとい．

えよう3）。

　総需要関数

　総供給関数の概念はマーシャルの供給価格のそ

れを経済全体に拡張し，それに産出量を乗じたも

のである。そこには特に革新的な貢献があるとは

思われない。有効需要の原理の革新性はむしろ総

需要関数の概念を導入したところにある。「総需

要関数はさまざまな雇用量をその産出物が生み出

すと期待される売上金額に関係づけるものであ

る」（σT，55ページ）。しかも，それは総供給関数

とはまったく独立の概念として構想されている。

ケインズ自身強調しているように，有効需要の原

理はまさにこの点において古典派理論と挟をわか

つのである4）。

　し
　従来広く行われている解釈によれば，総需要関

数は次のようにして導かれる。まず，1実質総支出

Eは実質総消費0（r）と実質投資1の和に等しい

ものとして，

　　五7＝0（工7）十1’　　　0〈0’〈1　　　　　　　　　　　　　（5）

と仮定される。次に，供給価格グが面諭価格p

として実現するものとして

　　P≡P8　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幽　　　　　　　　（6）

とおかれる。こうして，賃金単位で測った総需要

価格は

　　1）＝（p／ω）E＝（p8／ω）［o（y）十1］　　　　（7）

鮨
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2）　しかし，それが学界の常識であるとまではいえ

ないと思う。たとえば，パティンキン（1976）はこれよ

りもナイーヴな解釈を採っている。

　3）　パテインキン（ig76），169ページにも同様な指

摘が見られる。

　4）　カサローサ（1981）および三辺（1983）もこの点を

強調し，それぞれ企業者の価格期待にもとつく総需要

関数の新しい解釈を示している。しかし，彼らの解釈

はいずれも労働雇用量が瞬時的に調整されることを前

提としており，以下に述べる本研究の解釈とは異なる

ものである。
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と表わされる。（1），（2）を考慮ずれ，ば，これはさ

らにN，1の関数として

　　D＝［o（θ（N））＋1］／α（N）　　　、　（8）

のように書くことができる。

　この解釈はたしかに若干の点でケインズの説明

に適合しているように見える。『一般理論』第3

章では，貨幣賃金率は一定と仮定されているが，

生産物価格は労働の限界生産力に依存して，雇用

量と共に変化すると考えられている。rNのあら

ゆる値に対して，賃金財産業における労働の限界

生産力が対応している。実質賃金はそれによって

決定される」（σT，29ページ）。これは，任意の雇

用量に対して，市揚価格が供給価格に一致するこ

とを意味していると解釈できよう。また，（8）を

2＞に関して微分すると

　　∂D／∂N－Ol－Eθ”／（σ’）2＞o　　　（9）

となる。これより，総需要曲線のグラフは右上り

であり，図1の曲線D1）のような位置形状をも

つことが知られる。このことも「雇用量が増加す

るとき，D、（消費支出）も増加するが，エ）ほどに

は増加しない」（θT，29ページ）という叙述と斉合

的であるように思われる。

　しかし，この通説的な解釈には大きな難点があ

る。第1に，支出関数が（5）のような形のもので

あるとすれば，任意の雇用量（したがって任意の

産出量）に対して，生産物市揚の需給が一致する

という保証はない。それどころか，生産物市場の

均衡と両立する雇用量は

　　σ2＞＝0（σ（N））十1　　　　　　　　　（10）

を満たすようなものでなければならず，精々1つ

しかない。いま雇用量が与えられれば，それ’に応

じて生産物の供給価格が決まる。しかし，生産物

の需給が不均衡であれば，市場価格がこの供給価

格に等しく決まるという理由は無いのである。第

2に，百歩を譲って市場価格がいつでも供給価格

に等しいことを認めるとしても，生産物の需要が

その供給を上まわるような場合，需要の価値額が

企業の売上金額として実現することは期待できな

い5）。企業者がそのような期待を抱いて行動する

5）　この点は在庫の存在を仮定すればいちおう解決

されよう。しかし，『一般理論』において在庫がその
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と仮定することも無理であろう。

　最後に，以上の2点を無視するとしても，この

解釈では「雇用量は総需要関数と総供給関数との

交点において決定される。というのは，企業者の

利潤期待はまさにその点で最大になるからであ

る」（σT，25ページ）という重要な指摘がまったく

理解不可能になる。企業者が競争的に行動するも

のとすれば，任意の雇用量に対して市揚価格が供

給価格に等しく決まるという仮定によって，市場

価格のもとではいつでも利潤が最大にされている

ことになる。また，企業が独占的に行動するもの

としてもうまくいかない。賃金単位で測った総利

潤9は
　　9＝［0（σ．（N））十∫］／（γ（N）一N　　　　（11）

と表わされる。これより

　　♂9／d。〈r＝oノー1一．配θ”／（（｝ノ）2≧o　　　　　　　　　（12）

を得る。総需要関数と総供給関数の交点において，

すなわち（10）を満たすNのもとで，期待利潤が

最大になるという必然性はまつ充く無いのである。

したがって，この解釈にしたがう限り，実際の雇

用量がどうして陽関数の交点（図1のE点）に対

応する水準に決定されるのかわからないことにな

る。これは致命的な難点といえよう。

3　総需要関数の再解釈と拡張

　総供給関数の通説的な解釈は支持できるとして

　も，有効需要の原理の確立にとっていっそう重要

な意味をもつ総需要関数のそれは至当なものとは

いえない。こうした解釈が流布するにいたったの

は，すでに指摘したように，それがケイソーズ自身

の説明に合致する点を含んでいるからである。’あ

らゆる先駆的，革新的な業績がそうであるように，

　また今日では多くの論者が進んで認めるように，

『一般理論』は完成された著作ではない。そこに

は，萌芽段階の思想や概念が満ちあふれ，不十分

でしばしば矛盾した言葉によって語られている。

・・ {節では，原典に余りとらわれずに総需要関数の

新しい解釈を提唱したい。

　総需要関数の再解釈

ような観点から考慮されている形跡は無い。
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　まず，通説的な解釈の前提にある総支出関数

（5）を修正することから始めよう。実質総消費0

は実質総生産rだけではなく，実質貨幣残高E

にも依存するものとして

　　0＝0（17，1～）　　　　0〈（7y〈1，（フR＞0　　　　　　　（13）

という関係を想定しよう6）。ただし，名目貨幣残

高をM，生産物の市揚価格をpとして

　　B≒副P

である。0（・）はr，Rの一次同次関数であるもの

とする。これより，実質総支出関数は

　　E＝0（r，1～）十1　　　r　　　　　　　（5’）

と修正される。次に，生産物の市揚価格がその供

給価格に常に等しいという仮定（6）を排し，所与

の雇用量Nに対して生産物の市場価格は需給均

衡条件

　　（穿（N）＝σ（σ（！V），！匠／P）十1　　　　　　　　　　　　　（6ノ）

によって決定されるものとしよう。この両辺に

p／ωを乗．じると

　　（P／ω）σ（N）＝o［（P／ω）θ（N），Mω］十（P／ω）1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）

と書くことができる。ただし

　　盟ω＝翌ノω

である。これより，p／ωはN，1匠ω，τの関数とし

て導かれ

　　P加＝π（2＞，Mω，1）　　　　　　　（15）

と書くことができる。

　これらの新しい前提のもとで，「企業者がN人

　6）　実質消費が実質資産，あるいはその一部として

実質貨幣残高に依存する可能性はピグー（1943）によっ

て指摘された。ケインズがこの効果を認識していたと

いう証拠は無い。しかし，《供給は自らの需要を創造

する》という古典派理論の前提が一般に妥当しないと

考えられる理由のひとつは人々の実質資産がその実質

所得に比して過小もしくは過大であることによるもの

である。その意味で，ピグー効果はケインズにとって

も無視しえない重要性をもっていると考えられる。ま

た，これとは別のことになるが，ケインズは物価の変

動が実質消費に影響を及ぼすことを認めていたに違い

ない。というのは，物価の上昇は実質賃金の引下げを

もたらし，労働者から企業者へ所得を再分配すること

によって消費性向を抑制するか．らである（OT，262ペ

ージ参照）。実質消費が物価の減少関数でありさえず

れば，それがピグー効果によるものであれ所得再分配

効果によるものであれ，以下の推論のかなりの部分は

まったく同様に成立する。
　」

Vo1．35　No．1

の雇用から実現できると期待する売上金額」，す

なわち雇用量Nに対応する総需要価格Pは，賃

金単位で測って

　　エ）＝π（N；M勧1）θ（2＞）＝／（！V；班ω，1）　　　（16）

と表わされる。これが新しい解釈による総需要関

数で．ある。この関数が通説的な解釈による総需要

関数のはじめの2つの難点を免がれていることは

いうまでもない。ここでは，生産物の市揚価格は

いつでも需給の均衡を実現するように決まると仮

定されているからである7）。

　新しい総需要関数はある意味で通説的な解釈の

最後の難点からも自由である。総需要関数（16）が

総供給関数（3）に等しいとき，そしてそのときに

のみ

　　（P／ω）σ（N）＝げ／ω）σ（N）

となり，したがって

　　p／ω＝p8／ω諏1／（γ（N）　　　　　　　　（17）

という関係が成立する。つまり，生産物の市場価

格と供給価格が一致し企業者が市揚価格のもとで

利潤を最大にしているといえるのは，両曲線の交

点に対応する雇用量を実現している揚合に限られ

るのである。

　この状態はマ．一シャル的な雇用量（ひいては産

出量）の調整過程を経て到達されると考えられ

る8）。（14），（15）を考慮して，（16）をNに関して

微分すると

　　∂D／∂N＝一ππγ／［（1－cのσ一∫］〈o　（18）

を得る。これより，新しい総需要曲線のグラフは

右下りであることがわかる。図2は総供給関数の

グラフOZと新しい総需要関数のグラフOPを

重ねて描いたものである。各時点で労働の雇用量

は所与であり，その産出量がことごとく売り尽ざ

　7）　ケインズはこの仮定を明示していない。通俗的

にはこれはむしろ反ケインズ的仮定であるとされてい
る。たとえば，レーヨンフープド（1968）は「ケインズ

のマクロ体系では，マーシャル流の価格，数量の調整

速度が逆転させられている」（52ページ）と述べている。

つまり，物価ではなく所得が需給の調整因子として重

視されているというわけである。しかし，この説は明

確な根拠に基づいているとはいえない。もしそうであ

れば，ケインズ自身がそのことを明記し，もっと強調

していたに違いない。

　8）　マーシャル（1920），第5編第3章，参照。
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れるように生産物価格が決まる。企業の売上金額，

すなわち総需要価格が総供給価格を上まわってい

れば，雇用量は時と共に増やされる。逆の揚合は

逆である。このマーシャル的調整過程は図2に示

されている。総需要価格と労働雇用量は各時点で

曲線DP上の一点として示現し，時と共に矢印

の方向に推移し曲線OZとの交点Eに近づいて
いくのである9）。

　この調整過程について注目に値するのは実質賃

金率と総利潤の動きである。まず，曲線PDが

右下りであることから知られるように，実質賃金

率（ω加）と雇用量は同方向に変化する。これは

『一般理論』の「所与の組織，設備および技術の

もとでは，実質賃金と産出量（したがってまた）雇

用量は一義的な関係にあり，雇用量の増加は一般

に実質賃金率の低下なしには起りえない」（σT，17

ページ）という主張に反しているように見える。

しかし，この主張は古典派の第一公準（限界生産

力説）の成立を前提とするものであり，その後の

実証研究によってほぼ否定されているといってよ

い10）。新しい総需要曲線の解釈によれば，古典派

17

　9）　『一般理論』第3章では，この過程があたかも

企業者の頭の中で進行し，両曲線の交点がただちに実

現されるかのように論じている。しかし，すぐ明らか

にするように，そのような理解を正当化することはで
きない。

の第一公準は一般に成立せず，そのために雇用量，

産出量の調整が行われる。総需要関数と総供給関

数の交点，すなわち生産物の市揚価格と供給価格

が一致し，したがって古典派の第一公準が成立す

る状態はマーシャル的調整過程の終点にすぎない

のである。

　次に，賃金単位で測った総利潤は図2において

総需要関数のグラフである曲線DDと原点から

出る45。線との垂直差として示される。このこと

から明らかなように，雇用量が時と共に増加する

局面では実際の総利潤は次第に減少し，逆の局面

では逆の現象が起る。つまり，実際の総利潤は雇

用量が少なければ少ない程多くなるのである。こ

れもまた「企業の期待利潤がその点で最大にな

る」（σT，25ページ）という命題と矛盾するように

思われるかもしれない11）。しかし，マーシャル的

調整過程では，企業者は各時点の実質賃金率がそ

の後も暫くは維持されるものと想定して行動する。

すなわち，雇用量の調整に伴う総利潤の変化につ

いて早まった期待を抱くのである。

　総需要関数の拡張

　以上では，『一般理論』第3章の趣旨に沿うべ

く，実質総支出が利子率に依存しないものとして

分析を単純化した。ここで，男節の分析に備えて

この仮定を緩め，総需要曲線の概念を拡張してお

こう。

　実質総消費0，実質総投資1が実質利子率γ

にも依存するものとして，（5’）の代りに

　　互＝0（勤1～，γ）一ト■（γ）　　　　07，1ノ（γ）≦0　　　（19）

という関係を想定しよう。ただし，実質利子率γ

は名目利子率ゼと期待インフレ率μとの差であり

　10）　『一般理論』の刊行後間もなく公けにされたダ

　ンロップ（1938），ターシス（1939）などの研究によれば，

実質賃金率はむしろ雇用量，産出量と同方向に変動す

る傾向がある。後年，ケインズ（1939）はこの事実を認

あ完全競争の仮定をはずすことによってそれを説明し

　ようとしている。その後のフィリップス（1958），クー

（1967）などの研究によって，成長要因を捨象すれば，

実質賃金率は長期的に安定的であったことが明らかに

　されている。

　11）　パティンキンはr一般理論』からこの命題を削

除すべきであるとまで言っている。バティンキン
（1976）・93ページ。尚・同（1979）・173、ページでは若

干表現を和げ，本研究に近い見方も述べている。
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　　γ＝ぢ一μ

と定義される。これより，生産物市揚の均衡条件

は

　　σ（N）＝o［θ（N），MIP，ゼーμ］＋1（ぢ一μ）　（20）

と書くことができる。また，実質貨幣残高に対す

る需要Eρは名目利子率づと実質総生産の関数と

して

　　RD＝L（ゼ，　yF）　五z〈0，　L。＞0　　　　（21）

と表わされるものとしよう6このとき，貨幣市揚

の均衡条件は

　　エ｝［ゼ，σ（エv）］＝」醒γP　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

である。　　　　　　　　　　　　　，

　実質消費関数0（・）がy，Rに関して一次同次

であり，流動性選好関数五（・）がYに一次同次で

あるものとし．よう。このとき，（20）および（22）は

それぞれ．

　　（P／ω）σ（N）＝o［（P／ω）σ（N），Mω，ゼーμ］

　　　十（jP／ω）1（客一μ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

および

　　五［づ，（P／ω）σ（2＞）］＝躍ω　　　’　　　　　　　　　　（24）

と書き直される。これより，p／ω，ゼはいずれもN，

巫ω，μの関数として導かれ

　　P／ω一π（2v；Mω，μ）　　　　　　（25）

　　ゼ＝ゼ（！V；翌ω，μ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　（26）

と書くことができる。こうして，総需要関数はい

まや

　　1）＝＝π（エV；1レfω，μ）θ（エV）＝／（N；」西4「ω，μ）　　　（27）

のように拡張される。（23），（24）を併走して，（27）

をNに関して微分すると

　　∂1）／∂N＝π五内γ（N）／」〈o’　　　　　（28）』

を得る。ただし

　　」……一［（1一σ7）σ一1］一五rσ（σ。＋π1り＞o

である。これより，目下の総需要関数のグラフも

また右下りであり，前項に示した図2の分析が現

在のケースにそのままあてはまることがわかる。

明敏な読者は，このように拡張された総需要関数

が標準的な18一五躍分析から導かれる同名の概念

と本質的に同一のものであることに気付かれたこ

とと思う12）。

12）　たとえばドーンブッシュ置フィッシャー（1981），

第12章参照。皆川（1983），第3章にも同様の指摘が

Vo1，35　No．1

4　雇用と賃金の調整一動学的分析一

　『一般理論』に展開された有効需要の原理は静

学的なものである。第1に，総供給関数と総需要

関数の交点があたかも瞬時に実現するかのように

述べられていることである。ケインズに大きな影

響を及ぼしたマーシャルの市揚分析では，雇用の

調整に時間がかかることを理由にして，短期均衡

がただちには達成され，ないことが強調されている。

前節で解釈したように，ケインズも暗黙のうちに

マーシャル的な雇用調整過程を考えていたのかも

しれない。しかし，その動学的な分析は『一般理

論』のどこにも示されていない。第2に，貨幣賃

金率が事実上外生変数としてしか考慮されていな

いことである。『一般理論』第3章では，貨幣賃

金率は明示的に一定不変であるものと仮定されて

いる。また，「貨幣賃金の変化」と題する第19章

でも，貨幣賃金率の引下げが雇用に及ぼす影響が

論じられているに過ぎない。貨幣賃金率の調整過

程が重視され，マクロ経済学に組入れられるよう

になったのはフィリップ曲線の「発見」以来のこ

とであり，『一般理論』が書かれた当時において

はそうした慣行は無かったのである。本節では，

労働の雇用および貨幣賃金率の調整過程を考慮し，

ケインズ体系の動学化の試みをスケッチしてみた

い。

　まず，労働の雇用はマーシャル的な調整過程に

したがうものとしよう。すなわち，雇用量Nは

各時点では所与であるが，唐絵の限界生産力

σ’（N）が実質賃金率ωより大きいか小さい項㍉

さらには実質賃金率がどの方向にどれだけ変化す

るかを考慮して時間と共に調整される。その態様

は

　　ル／N＝α［α（N）一ω］一β（（カ／ω）　α，β＞o　（29＞

と表わされ，よう。ただし

　　ω＝ω／P

である。実質賃金率の変化の影響が入っている点

を除けば，この調整過程は前節で老察したものと

同じである。

見られる。

8
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　次に，貨幣賃金率は実質賃金率がある自然率
ω＊ ﾉサヤ寄せされるように，インフレ期待を考

慮に入れて調整されるものとしよう。その過程は

　　ω／ω＝γ（ω＊一ω）十μ　　γ＞o　　　　　　　（30）

と定式化されよう。ここで，自然賃金率はその社

会の技術的，制度的諸条件を反映して決まるもの

と考えられる。たとえば，失業保険・最低賃金制

度の拡充や労働者の組織力，交渉力の強化は自然

賃金率を引上げる要因として作用しよう13）。

　簡単のため投資を捨象すると，（29），（30）の動

学方程式体系の定常均衡は，生産物市揚および貨

幣市揚の均衡条件，すなわち

　　σ（N）＝σ［σ（N），丑，乞一μ］　　　　　（20’）

および
　　L［ゼ，（7（1V）］＝1～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22’）

さらには期待，雇用および賃金の均衡条件，すな

わち

　　μ＝2）／」ワ＝7π　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）

　　σ（N）＝ω　　　　　　　　　　　　　　　（32）

および

　　ω＝ω＊　　　　、　　　　　　（33）

によって定義される。ただし，祝は貨幣供給の増

加率である。定常均衡に向う動学的調整過程の性

質はもちろん人々のインフレ期待のあり方によっ

て異なったものとなる。

　定常的期待のケース

　人々が貨幣供給の増加率㎜を知っており，・f

ンフレ率がいつもこの率に等しいと予測して行動

するものとしよう。この閉合，インフレ期待は定

常的であるといわれる。このとき，μ＝㎜となる

ので，（30）は

ω

ω＊

）（

飴。

ど

図3

←↑

め＝0
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　　副ω＝γ（ω＊一ω）＋左／E

と書き直される。ところで，

関して微分することにより

　　EIR篇δ（2＞／2＞）

（34）

（20’），（22’）を時間に

（35）

を得る。ただし，δは正で，一般にNに依存す
る。（35）を用いると，（2ウ），（34）は結局

　（1＋βδ）（柳N）一α（α一ω）一βγ（ω＊一ω）（36）

　（1十βδ）⑰／ω）＝αδ（θ，一ω）十γ（ω＊一ω）　（37）

13）　自然賃金率の概念については，詳しくは大山
（1983）を参照。

R＊

R

ホ
へ

F

N

という形をとる。これより，定常均衡が局所的に

安定であることが容易に示される。図3は定常均

衡の近傍のフェーズ・ダイアグラムを例示したも

のである。この図から見てとれるように，労働の

実質賃金率は雇用量と同方向に動くことも，逆方

向に動くこともありうる。これは古典派の第一公

準が一般に満たされないとしている以上当然とも

いえるが，『一般理論』に対する実証的批判への

ひとつの答になるかもしれない14）。

　同様の図を用いて，種々の外生的撹乱の動学的

効果を考えることができる。たとえば，図4は

β＝0のケースについて自然賃金率の上昇に対す

る体系の動学的反応を示したものである。この揚

合，自然賃金率の上昇はの＝oの軌跡の上方への

シフトをもたらすが，N＝0の軌跡には影響しな

い。図4において，体系の定常均衡はE点から

ガ点にシフセし，雇用量は長期的に減少するこ

とになる。新しい均衡への移行はE点からEノ点

に向う矢印を付した経路に沿って進む。この過程

を通じて，実質賃金率は徐’々に上昇し，雇用量は

徐々に減少する。このとき，実質貨幣残高は雇用

量と共に減少するので，物価上昇率は貨幣供給の

14）　実質賃金率が労働雇用量と逆方向に動くという

『一般理論』の主張は本質的な重要性をもつものとは
思われない。注10）を見よ。
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増加率を上まわっていなければならない。これ，よ

り，労働の失業率と物価上昇率はいずれもこの過

程を通じて従来よりも高まり，また少なくとも当

初のうちは同時並行的に上昇することがわかる。

これはスタグフレーションと呼ばれ，る現象にほか

ならない。同様にして，労働生産性の低下もまた

スタグフレーションをひき起すことが知られる。

コスト・プッシュを伴う経済構造の変化はインフ

レと不況を併発させるといえよう15）。

　合理的期待のケース

　人々が経済構造を知悉しており，その知識にも

とづいてインフレ率を正確に予測し，いつでも自

然賃金率を実現するように貨幣賃金率を決定する

ものとしよう。この揚合，ω＝ω＊，μ丘ρ／pが常時

成立するので，（〃ω＝oとなり，（29）は

　　亙／N＝α［σ’（N）一ω＊］　　　　　（38）

と簡単になる。また，（20）に

　　μ＝ρ／P瓢況一鋭／E

　　　　　　　　　　　　　を代入し，（20），（22）をEIEについて解くと

　　」舜／8＝σ（N，丑；？η）　　　　　　　　　　　　　　（39）

を得る。（38），（39）の動学方程式の定常的均衡は

鞍点となることが確かめられる。図5はそのまわ

15）　スタグフレーション発生のメカニズムについて

は，大山（1983）に比較的単純なモデルによるいっそう

詳しい分析がある。

りのフェーズ・ダイアグラムである。人々がいつ

でも定常均衡に向う経路を選択するものとすれば，

実質賃金率，雇用量はTT線に沿って矢印の方向

に変動することになる。この揚合，実質賃金率は

雇用量と同じ方向に動くわけである。ここでも，

自然賃金率の上昇や労働生産性の低下がスタグフ

レーションの原因となることが容易に示される。

　　　　　　　　　　　　（慶応義塾大学経済学部）
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